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　　　　　　　　　　　　　　　　　意見書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成12年7月24日

電気通信審議会

　電気通信事業部会長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号　152

　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）とうきょうとめぐろくやくも

　　　　　　　　　　　　　　　住　　所 東京都目黒区八雲3

　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）つついたかし

　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　第一種電気通信主任技術者







筒井多圭志　印

注　氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。法人又は団体にあっては、

　その名称及び代表者の氏名を記載することとし、代表者が自筆で記入したとき

　は、押印を省略できる。

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定

により、平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された接続約款案に
関し、別紙のとおり意見を提出します。

　注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

　　　再意見の場合は、誰の意見に対する意見なのかを明記すること。

　　　別紙にはページ番号を記入すること。

平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された接続約款案における、指定電気通信設備に関する接続約款の変更案の申請についての再意見書

指定電気通信設備に関する接続約款の変更案の申請におきまして、再意見を申し述べる機会を与えられたことを、感謝いたします。

1. 京セラコミュニケーションズ株式会社様のご意見について

ご意見を支持いたします

2. 日本テレコム株式会社様のご意見について

ご意見を支持いたします。

終端局舎における相互接続については、電気通信事業者が予備管路を使用して、線路設備を建設し、相互接続のための、コロケーションポイントまで、予備管路を使用して自前で線路を建設することを担保するべきです。また、指定電気通信事業者の宅内配線については、コロケーションスペースとして、本来通信機器を設置するための配管を行っていない部屋等を指定すること自体問題ですが、指定電気通信事業者の局舎設備といえども、加入者宅とは法的地位は何も変わるものではないため、DSL設備をコロケーションするためにスペースを設ける場合は、指定電気通信事業者が、他の事業者のために、局社内に宅内配線工事を行い、その配線使用料を毎月請求すれば、現実的なコストベースでのコロケーションが実現するための基礎となります。仮に1000回線敷設した場合の、宅内敗戦使用料は月100円前後になります。また、指定電気通信事業者や、その親会社と、あるいはその関連会社がDSLサービスを提供する場合、コロケーション条件については、他の電気通信事業者に課せられているものと同じ物でなくては、法に触れることになります。ところが、現実には、競争する事業者だけは、地下MDF室から遠く離れた局舎建て屋の最上階などにコロケーションスペースを指定されて、メタルケーブルの宅内工事費用、コロケーション費用において、現実的でない費用がかかることになります。関係者は忘れがちなのですが、通信六法以外にも通信分野において機能している法律があることを忘れてはいけないと思います。指定電気通信事業者の局舎設備の公共性に鑑み、現実的な妥協点を設定することが必要かと思われます。

3. 第二電電株式会社さまのご意見について　　　　　　　
ご意見を支持いたします。ご指摘いただいた参考資料について勉強させていただいています。本来なら、審議会が今回お調べいただいたような諸外国の実情について報告するのが筋ではないかと思います。審議会は、諸外国の実情について、コロケーションと競争政策の専門家を招請して、報告書に全面的に取り入れるべきと考えます。また、紛争解決手段として現在は大臣裁定しか用意されていないわけですが、次の法改正によってその道すら閉ざされるとの事、懸念しています。そもそも、大臣裁定という枠組み自体は適切ではなく、日本の場合公益委員会に相当するものが無いために、瑣末な電気通信事業者同士の紛争において、いたずらに紛糾する傾向にあります。公益を優先するような、手続きの設定が無いため、今回の法改正をもってしても適切な事業者間利害調整は期待することは難しく、独禁法の私訴をもってしか利害の調整が図られないことは大変残念なことと思われます。

4.　KDD株式会社様のご意見について

ご意見を支持いたします。

5. グローバルクロッシング株式会社様のご意見について

ご意見を支持いたします。

6. 株式会社タイタス・コミュニケーションズ様のご意見について

ご意見を支持いたします。

7. 東京通信ネットワーク株式会社様のご意見について
ご指摘のご意見に関連いたしまして、申し上げたいのですが、指定電気通信事業者の設備コロケーションにおいて、指定電気通信事業者の子会社である設備施設管理会社と他の電気通信事業者との関係について、設備施設管理会社が、指定電気通信事業者から設備施設管理を委託されたという形をとっていますが、設備施設管理会社が中立的な立場で、積極的に他の電気通信事業者から賃貸借契約を取ることが設備施設管理会社と株主の指定電気通信事業者の利益につながるわけですが、設備施設管理会社が指定電気通信事業者と、他の電気通信事業者の間で非差別的に、顧客である電気通信事業者の利益を図って、積極的に他の電気通信事業者から賃貸借契約を取ることを志向するような形での、WTOサービスの貿易自由化条約で約束されたような、反競争的行為に対するセーフガード措置が取られていないことが、設備施設管理会社と、指定電気通信事業者の利益に照らして問題ではないかと思います。

8. 日本交信網 有限会社様のご意見について

ご意見を支持いたします。

ご指摘の利益に相当する税の課金ですが、日本の税法体系において、どのような法的な位置付けになっているのでしょうか?

9. 東日本電信電話会社さまのご意見について

10. 西日本電信電話会社さまのご意見について
　ご意見を拝見いたしましたが、カルテルを結んでいない、二つの競争関係にあるはずの会社が一字一句同じ意見を持つことは、日本国の法に照らしていかがなものでしょうか?　

ご指摘の一連の問題につきましては、他の電気通信事業者は、指定電気通信事業者の建物にコロケーションを希望しているわけではなく、メタリックケーブルで隣接する建物に引き出すことをむしろ希望していることを忘れている論議のように思われます。まず、フロアーがまたがることによるメタリックケーブルの建設コストが問題となっているわけですが、コロケーションスペースの設定にあたって、必要となるであろう回線数のメタリックケーブルを敷設して、宅内配線使用量として課金すればすむことではないでしょうか、いかがなものでしょうか。建物の補強コストですが、ラック設置密度を稠密にしない限り、通常の通信建設設備では、問題ないと思います。メタリックケーブルの引き出しについては、そもそも光化は、予備管路を用いて光化は進展しているわけで、巻き取りは現実には全く必要ないわけですが、局舎に隣接した第一岐線点あたりからメタルケーブルを引き出して、他の建物でコロケーションできるスペースを設定するなどの取り組みをすれば、セキュリティーの問題を犠牲にする必要は無く、もう少し、他の事業者にも配慮を計ってもよろしいのではないでしょうか。

地下MDF室では、荷重設計上の問題は存在しないわけですが、アナログ交換機時代の容量の設備スペースがディジタル交換機において不足し、さらに6年たったからといってD70を更改し、そのための空きスペースが必要という議論もよくわからない話です。電話加入者も減少傾向にあるわけで、自らの設備投資計画についても少し考え直したほうがいいのではないでしょうか?

11. ＤＳＬアクセス基盤協議会事務局様のご意見について

ご意見を支持いたします。

12. 東京メタリック通信株式会社様のご意見について

ご意見を支持いたします。

また、ご指摘の800円の根拠なのですが総括原価方式によっても、あるいは、アクティビティコストベースの課金、あるいは、LRIC方式においても根拠が不明です。どのような方式でどのような計算により、算出されているのかお教えいただきたいと思います。また、専用メタルケーブルの2800円のコストについても不明です。どのような理由でPHS基地局の1500円前後のコストから乖離するのかお教えいただけると幸いです。その回線品位ですが、PHS基地局のメタルケーブルはISDN品位の回線がRT装置を挿入しても提供されていますが、DSLについては、全く回線品位は管理されていません。

13. イー・アクセス株式会社のご意見について

ご意見を支持いたします。

筒井








